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ぎおんのす

①基礎控除が10万円引き上げられました。

②合計所得金額が2,400万円を超える個人についてはその合計所得金額に応じて控除額が逓減し、
　合計所得金額が2,500万円を超える個人については基礎控除の適用はできないこととされました。

①給与所得控除額が一律10万円引き下げられました。

②給与所得控除の上限額が適用される給与等の収入金額が850万円、その上限額が195万円に
　それぞれ引き下げられました。

※年収850万円以下の会社員の場合、給与所得控除は10万円減りますが、基礎控除は10万円増えま
　すので差し引きゼロで減税にも増税にもなりません。
　しかし、年収850万円超の会社員は、給与所得控除195万円が上限となってしまうため、給与所得控
　除は10万円以上減りますが、基礎控除は10万円までしか増えません。結果として控除額は減り、増
　税となります。

所
得
金
額
要
件
の
改
正

平成30年度に改正された税制により、

令和2年分給与等から所得税を計算する際の控除額が変わりますので

その内容を解説いたします。

（1） 基礎控除の改正

（２）給与所得控除の見直し

合計所得金額

給与等の収入額
給与所得控除額

2,400万円以下

162万5,000円以下

162万5,000円超  180万円以下

180万円超  360万円以下

360万円超  660万円以下

660万円超  850万円以下

850万円超  1,000万円以下

1,000万円超

38万円
（所得制限なし）

65万円

その収入金額×40％

その収入金額×30％+18万円

その収入金額×40％-10万円

その収入金額×30％+8万円
その収入金額×20％+44万円
その収入金額×10％+110万円

その収入金額×20％+54万円

その収入金額×10％+120万円

220万円

33万円
（所得制限なし）

2,500万円超

2,400万円超    2,450万円以下

2,450万円超    2,500万円以下

48万円
32万円
16万円

基礎控除額

所得税

改正前 改正後

改正前 改正後

改正前 改正後

住民税

1

43万円

55万円

195万円

29万円
15万円

(所法86①、地法34②、314の2②)

(所法28③)








